
目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

　戸籍届出の受理と戸籍の記載事務及びそれに付随する継続的・定期的な事務を、遅滞なく正確に行う。
　基本的な届出だけでなく、複雑な内容の届出や渉外戸籍についても、迅速に事務処理を行えるよう、職員の能力向上を
図る。

　外国人に関して、様々な国籍の方からの届出があるが、
その国ごとに審査要件が異なる。迅速かつ適正な要件審査及
び記載処理を行うために、基本的な知識だけでなく、高度で
専門的な知識の習得が必要である。

・戸籍届出の受理
・戸籍の記載事務
・関連市町村への通知業務
・関連する人口動態統計事務
・相続税法第58条事務の実施
・戸籍関係証明書の交付

　研修会への参加や、戸籍勉強会における協議問題の検討及
び他市町村の届書審査を行うことで、知識が向上し、適正な
戸籍事務処理を行うことができた。

・年間を通しての戸籍事務及び戸籍証明書の交付
・土浦戸籍住民基本台帳協議会主催の勉強会、研修会等への
　参加
　戸籍勉強会（12回）
　初級者研修（２回）
　中級者研修（１回）
　係内研修の実施（月１回）

・戸籍届出件数9,834件
・戸籍勉強会に毎月３名参加
・戸籍事務初級者研修（４日間）に４名参加
・戸籍事務中級者研修（４日間）に２名参加
・係内研修は、月１回ではなく、複雑な事案が発生するごと
　に、係内で検討及び知識の共有を図った。

継続

戸籍事務

職員のみ

01-020301-11 戸籍住民基本台帳事務に要する経費

    43,795.0

         0.0

    45,201.0

         0.0

    48,170.0

         0.0

    47,517.0

         0.0

     9,834.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

戸籍法、戸籍法施行規則、民法、住民基本台帳法　等

　戸籍届出の受理とそれに基づく戸籍の記録により、その戸
籍関係証明書の交付をもって、国民の親族的な身分関係を登
録公証することを目的とする。

※H29年度までは戸籍届出件数及び戸籍証明書等交付件数

戸籍届出件数

R01

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

平成30年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

法定事務

□

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

136

活動指標

市民部市民窓口課

戸籍係

件



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

・旅費　　　　9千円
・需用費　1,986千円
・役務費　1,264千円
・委託費　4,945千円
・賃借料　7,954千円
・負担金　　 10千円

      86,384       74,677

維持

5

4

3

-

十分に高く、今後も増加が見込まれる。

計画通りに進めることができた。

法令等により、市の実施が定められている。

法令等により、市の実施が定められている。又は、今年度で事業が終了する。

         9.00          8.00

       628.00        633.00

有 有

      65,548       58,028

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R01

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

           0            0            0            0

         420          414          221            0

           0            0            0            0

      20,242       16,235       15,947            0

         174            0            0            0

      20,836       16,649       16,168            0

平成29年度 平成30年度 令和 1年度 令和 2年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

　事務処理に関する実務研修及びマニュアルの作成等を行い、係内研修を充実させ、知識、事務処理能力を向上させる。
　各種帳票のシステム化を行い更に事務処理時間の短縮を図る。

　係員の異動等に伴う住民サービスの低下を防止するため、
住民記録に関する知識、スキルを維持させる必要がある。
　事務処理のシステム化を更に進めることにより、事務処理
時間の短縮を図る。

・転入、転出、転居の各種届を精査し、住民基本台帳を整え
　る。
・届出に伴う行政サービスの案内業務を行う。

　住民異動入力システムにおける入力保留機能を導入するこ
とにより、住民記録の正確性が向上した。
　住民票コード通知の電子公印化により事務処理時間が短縮
した。
　住基ネット研修を役割別に行うことにより、詳細な知識の
定着が図れた。

・住民異動業務の迅速・正確な実施、及び他係の繁忙期応援
　に必要な知識を得るために、適宜研修等を行う。
・異動職員・新規採用職員及び臨時職員の係内研修
　（４月）
・係内ローテーション研修（７～８月）（在留関連事務）
・住基ネットセキュリティ対策研修（６月～８月）
・個人番号カード係とのローテーション研修（２回）
・情報連携端末情報セキュリティ対策研修（２月）

・転入届11,513件・転出届8,714件・転居届5,538件（特例転
　入713件、特例転出1,074件含む）・世帯主変更等678件・
　その他の修正10,918件・転入通知7,900件・合計45,261件
・特別永住者証明書の交付等79件・法務省通知事務4,213件
・住基ネットシステム更新処理3,427件
・個人番号カード係とのローテーション研修（６、７月）
・住民記録、住基ネットセキュリティ研修（10、11月）
・係内ローテーション研修（在留関連事務）（１、２月）
・情報連携端末セキュリティ対策研修（２月）

継続

住民基本台帳事務

職員のみ

01-020301-11 戸籍住民基本台帳事務に要する経費

    22,580.0

         0.0

    24,021.0

         0.0

    24,916.0

         0.0

    27,595.0

         0.0

    25,765.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

住民基本台帳法　等

　転入・転居・転出等の住民異動届について、住民基本台帳
法に基づき、住民の居住関係を記録するとともに公証するこ
とを目的とする。

住民異動届出件数

R01

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

平成30年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

法定事務

□

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

137

活動指標

市民部市民窓口課

住民記録係

件



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

・旅費21千円
・需用費2,235千円
・役務費699千円
・委託料696千円

      73,182       59,276

維持

5

4

3

-

十分に高く、今後も増加が見込まれる。

計画通りに進めることができた。

法令等により、市の実施が定められている。

法令等により、市の実施が定められている。又は、今年度で事業が終了する。

         8.00          7.50

       676.00        478.00

有 有

      58,562       54,115

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R01

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

       2,444        3,233        3,389            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

       1,771        1,219          262            0

      10,405          709            0            0

      14,620        5,161        3,651            0

平成29年度 平成30年度 令和 1年度 令和 2年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

　個人番号カード窓口申請補助の休日開庁窓口での実施（６月～１月まで毎月１回日曜日）
　証明書交付マルチコピーの導入に向けて、５月から証明書交付時や住民異動届出時等で個人番号カード申請案内チラシ
を配布する。
　個人番号カード有効期間満了者を把握し、更新時期に合わせて案内の準備を行う。

　個人番号カード窓口申請補助受付機会の拡大
　証明書交付マルチコピー機の庁内設置に向けた、個人
番号カード申請普及活動の実施
　個人番号カードの旧姓併記や保険証との一体化など、新た
な制度に関する情報の周知
　有効期間満了に伴う個人番号カード申請・交付体制の整備

・通知カード送付
・個人番号カード等の広報
・申請補助
・交付及び個人番号カードや住民基本台帳カードを利用した
　公的個人認証
・コンビニ交付事務

　年間スケジュール等を作成し、定期的な進捗状況の把握に
努め、概ね計画通りに事業を実施することができた。
　個人番号カードを活用した取組の一つとして、大型商業施
設において証明書交付マルチコピー機のデモ体験を開催する
など、有効な普及活動ができた。

・個人番号カードに関するセキュリティ等について、窓口や
　イベント会場でチラシを配布し周知する。
・市内各種イベントにおいて個人番号カード普及促進活動を
　実施する。
・市内各地域(７か所)を巡回し、申請一括補助を実施する。
・市民からの要望により、出張申請一括補助を実施する。
・受取期限を経過した個人番号カードを順次廃棄していく。

・確定申告会場にて、個人番号カードＰＲポケットティッシ
　ュを配布(２/18～３/15、約3,000個）
・上記期間中、市民窓口課では個人番号カード申請促進キャ
　ンペーンを実施。申請者にグッズを配布（約500人)
・窓口申請補助受付件数：2,771件
・休日窓口申請補助受付件数：167件
・イーアスホールにて、証明書交付マルチコピー機を持ち込
　み、証明書取得デモイベント・申請受付を実施：82件
・地域巡回申請一括補助：市民ホールほか、６か所408件

継続

個人番号カード関連事務

職員のみ

01-020301-11 戸籍住民基本台帳事務に要する経費

         0.0

         0.0

     4,189.0

         0.0

    19,396.0

         0.0

     7,168.0

         0.0

     8,051.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

行政手続における特定の個人を識別するための番号の
 利用等に関する法律　等

　行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用
等に関する法律に基づき、番号制度の市民窓口課関連業務を
円滑に実施する。

個人番号カード交付通知書発送件数

R01

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

平成30年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

法定事務

□

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

138

活動指標

市民部市民窓口課

個人番号カード係

件



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

・旅費　　　　　　　56千円
・需用費　　　 　2,263千円
・役務費　　　 　1,247千円
・委託料　　   　2,881千円
・賃借料　　　 　5,576千円
・負担金交付金　31,315千円

     108,801       57,252

拡充

5

4

3

-

十分に高く、今後も増加が見込まれる。

計画通りに進めることができた。

法令等により、市の実施が定められている。

法令等により、市の実施が定められている。又は、今年度で事業が終了する。

         6.00          5.00

     1,314.25        429.00

有 有

      45,958       36,350

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R01

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

　証明書発行マルチコピー機を本庁舎内に導入することで窓口で並ぶことなく証明書を取得できる
体制を整備し、窓口の混雑緩和を図り、市民の利便性を向上させる。

      36,977        8,879       31,451            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

      25,866        9,023       11,887            0

           0        3,000            0            0

      62,843       20,902       43,338            0

平成29年度 平成30年度 令和 1年度 令和 2年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

　お客様の申請書記入の負担軽減策として、個人番号カードを活用した受付から証明交付の改革を引き続き取り組む。具
体的には、個人番号カードを活用した申請書自動作成端末の導入についての検討を引き続き行って行く。

　個人番号カードを活用した受付から証明書交付の改革を引
き続き取り組む必要がある。また、個人番号カード係を利用
した証明書のコンビニ交付の利用促進を継続して実施してい
く必要がある。

・住民票の写しなどの交付事務を行う。

　個人番号カードを活用した受付から証明書交付の改革につ
いて、先進市の姫路市を視察し、改革には、担当課の枠を超
え、全庁的に取り込む流れを作ることが重要であり、そのこ
とが行政の効率化や市民の利便性向上に繋がることを学ぶこ
とができた。また、申請書の集約を図り、申請書の記入に係
る市民の負担軽減、利便性の向上に寄与できた。

・各種証明書の交付
・申請書の集約化の実施
・受付から証明交付の改革案の検討
・係内研修（特例案件）の実施

・戸籍関係証明書　26,208件 ・住基関係証明書  101,751件
・印鑑登録証明書　55,511件 ・臨時運行許可　　 　 542件
・その他の証明書　　 446件 ・市民税証明書　 　21,596件

・住民票、戸籍、印鑑登録証明書の３つの申請書を１つに集
　約し、５月21日から使用開始。
・係内研修（特例案件）の実施（随時）

継続

証明交付等事務

職員のみ

01-020301-11 戸籍住民基本台帳事務に要する経費

   104,546.0

         0.0

   102,754.0

         0.0

   177,974.0

         0.0

   164,933.0

         0.0

   206,054.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

戸籍法、住民基本台帳法、つくば市印鑑条例、つくば
 市自動車臨時運行許可規則　等

　各種証明書を交付することにより住民の居住関係等を公証
するとともに、住民の利便性を増進し、行政事務の合理化に
資する。

住民票の写し等の交付件数

R01

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

平成30年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

法定＋任意

□

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

139

活動指標

市民部市民窓口課

証明交付係

件



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

・需用費　　1,679千円
・役務費　　　874千円
・委託料　　　165千円
・備品　　　　128千円

      75,080       61,720

拡充

5

4

3

-

十分に高く、今後も増加が見込まれる。

計画通りに進めることができた。

法令等により、市の実施が定められている。

法令等により、市の実施が定められている。又は、今年度で事業が終了する。

         8.00          8.00

       378.75        547.00

有 有

      57,812       57,814

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R01

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

　個人番号カードを活用した申請書自動作成端末の導入を予定しているため。

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

      17,268        3,906        2,846            0

           0            0            0            0

      17,268        3,906        2,846            0

平成29年度 平成30年度 令和 1年度 令和 2年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

　事務を効率よく取り扱うため、職員各自が事務処理方法の再点検や業務の詳しい知識を身につける。

　幅広い行政サービスを取り扱うため、職員の広く詳しい知
識の習得や事務の効率化が必要である。

・戸籍、住民基本台帳及び税等の各種証明書交付手続き
・市税等の収納
・本庁各課への取次

　地域住民の身近な行政機関として、多種多様な行政サービ
スを行い、丁寧な対応と正確な事務処理を行うことにより、
市民の利便性を向上させた。

・各種証明書の発行、届出等の窓口業務、収納事務
・市民アンケートにおける満足度をより向上させるため、業
　務改善を行い、研修等に参加する。
・年間を通しての市民窓口課住民記録係による研修
・年間を通しての市民窓口課証明交付関連業務研修
・年間を通しての新任職員研修
・年間を通しての窓口センター担当者研修

・戸籍関係証明書　 10,263件・住基関係証明書　26,766件
・印鑑登録、証明書 25,765件・臨時運行許可　　 1,169件
・その他の証明書　    406件・マイナンバー関係　 226件
・戸籍届出　　　　　　897件・住民異動届       5,325件
・総合窓口関係　　 47,241件

継続

窓口センター事務

職員のみ

01-020301-11 戸籍住民基本台帳事務に要する経費

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

戸籍法、住民基本台帳法　等

　市内６か所の窓口センターにおいて、各種手続きや証明書
の交付等、行政サービスを提供する。

R01

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

平成30年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

法定＋任意

□

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

140

市民部市民窓口課

窓口センター



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

・需用費　1,396千円
・役務費　　765千円
・委託料　1,548千円
・工事　　　497千円
・備品　　  138千円

     229,686      210,278

維持

4

4

2

2

十分に高く、今後も変わらずにあると見込まれる。

計画通りに進めることができた。

今後も市が実施するほうがよい。

継続して実施する必要がある。

        30.00         29.00

        97.00         90.00

有 有

     213,455      204,877

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R01

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

         867            0        4,344            0

      15,364        5,401            0            0

      16,231        5,401        4,344            0

平成29年度 平成30年度 令和 1年度 令和 2年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

　証明書の申請者に対し、丁寧でわかりやすい説明に心がけ、正確かつ迅速な業務を行う。

　交流センター事務と並行して当該業務を行っており、質の
高い行政サービスの提供が求められる。

・市民窓口課との間で連絡を取りながら、住民票、戸籍等抄
　本及び印鑑登録証明書等を交付する。

　身近な証明書が取得できる窓口として、地域の住民サービ
スの一環として、利便性の向上に寄与した。

・証明書発行事務
・証明交付事務について、早期に習得できるよう下記の研修
　を行う。
・事務担当者会議（１回）

・戸籍関係証明　1,252件
・住基関係証明　5,623件
・印鑑登録証明　3,836件
・その他の証明　　 45件

継続

出張所事務

職員のみ

01-020301-11 戸籍住民基本台帳事務に要する経費

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

戸籍法、住民基本台帳法　等

　市内５か所の地域交流センターに出張所を設置し、諸証明
の交付を行い、市民の利便性を高める。

R01

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

平成30年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

法定＋任意

□

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

141

市民部市民窓口課

出張所



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

・需用費　685千円
・役務費　1,413千円
・賃借料　3,174千円

       5,919        5,765

維持

4

4

2

2

十分に高く、今後も変わらずにあると見込まれる。

計画通りに進めることができた。

今後も市が実施するほうがよい。

継続して実施する必要がある。

         0.50          0.50

         0.00          0.00

無 無

       3,554        3,529

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R01

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0        5,272            0

       2,365        2,236            0            0

       2,365        2,236        5,272            0

平成29年度 平成30年度 令和 1年度 令和 2年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

　自衛官募集については、さらに自衛隊に関心を持ち、自衛隊に入隊する方が増加するように広報活動を続ける。
　※R１年度から総務部総務課に事業が移管される。

　自衛隊地方協力本部と連携しながらの適正な広報が求めら
れる。

・自衛隊地方協力本部、自衛官募集相談員、協力団体等と連
　携し、自衛官募集に関する広報活動を実施する。

　広報活動の結果、日本の平和と国民の生活を守る基盤づく
りに寄与することができた。

・市広報紙への募集案内の掲載（４回以上）
・横断幕の設置（７月～９月）
・まつりつくば2018で自衛隊と連携した広報活動
・自衛隊協力会の役員会及び総会の開催（７月）

・市広報誌への募集案内の掲載（４月、７月、８月、９月、
　２月）
・横断幕の設置（歩道橋４か所（６月27日～９月７日）、庁
　舎駐車場フェンス１か所（６月18日～９月27日））
・自衛隊協力会の役員会及び総会（７月10日）
・自衛隊協力会視察研修（10月22日）
・まつりつくば2018で自衛官募集広告物の配布（8月25日）

継続

自衛官募集事務

職員のみ

01-020112-11 自衛官募集事務に要する経費

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

自衛隊法、自衛隊法施行令、自衛隊法施行規則　等

　我が国の防衛と災害派遣などに対応する自衛官を確保する
ため。

R01

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

平成30年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

法定＋任意

□

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

142

市民部市民窓口課

調整係



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

       3,735        3,793

維持

1

4

3

-

ニーズはほとんどない、又は不明である。

計画通りに進めることができた。

法令等により、市の実施が定められている。

法令等により、市の実施が定められている。又は、今年度で事業が終了する。

         0.50          0.50

        31.00         30.00

無 無

       3,633        3,604

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R01

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

　R１年度から総務部総務課に事業が移管される。

          67          157          158            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

          35           32           39            0

         102          189          197            0

平成29年度 平成30年度 令和 1年度 令和 2年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

　街区案内板　今後は新設は行わず、現在設置されている案内板の維持を行う。
　換地計画　沿線開発室、資産税課、茨城県土木事務所などと連絡を密にして、情報収集を行い、スケジュールを作成す
る。

　街区案内板　老朽化した街区案内板が多くある中で、適正
な維持管理が必要である。
　換地処分　茨城県が行っている２地区の区画整理の進捗状
況等の情報入手が難しい。

・街区案内板の維持管理を実施する。
・住所の表示の変更証明書の交付を行う。

　街区案内板　点検を行ったことにより、安全性が保たれ、
清掃したことで見やすくなり、利用者の利便性が向上した。
　換地による住所の表示変更　本地番になり、住所が簡素化
されわかりやすくなったことで住民の利便性が向上した。

・街区案内板点検（９～12月）
・街区案内板清掃（９～12月）
・年間を通しての街区案内板の撤去等見直し
・年間を通しての住所の表示の変更証明書交付
・中根・金田台地区換地処分に伴う住所変更事務
　（10～11月）
・年間通して住所の表示変更証明書の資料収集を行う。

・街区案内板　84基の点検、55基の清掃、２基の撤去を実施
・換地による住所の表示変更　中根金田台地区の換地処分よ
　り「春風台」「流星台」「さくらの森」となり、1,607筆
　が新たな地名になった。（証明書は731件）
・住所の表示変更用資料収集　道路計画課、土地改良課、都
　市計画課などに対照表があることを確認したが、量が多い
　ため当課に備えることが困難なことから、必要に応じて問
　い合わせることとした。

継続

住居表示事務事業

職員のみ

01-020301-12 住居表示に要する経費

        79.0

         0.0

        94.0

         0.0

       102.0

         0.0

       111.0

         0.0

       139.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

　住所の周知と道案内の機能を併せ持つ街区案内板等の維持
管理や、住所の表示の変更証明書の交付を行うことで、住所
の表示の複雑さを緩和させ、日常生活の利便性を高める。

街区案内板の点検数及び清掃数

R01

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

平成30年度

        40.0

         0.0

        40.0

         0.0

        40.0

         0.0

        40.0

         0.0

        40.0

         0.0

        82.0

         0.0

        82.0

         0.0

任意的事務

□

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

143

活動指標

市民部市民窓口課

調整係

件



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

清掃作業用消耗品　22千円
街区案内板修繕料　66千円

      10,623       15,225

縮小

2

3

1

2

今後は減少すると見込まれる。

やや遅れたが、今年度の実施計画を達成した。

民間等への移管を検討する必要がある。

継続して実施する必要がある。

         1.00          2.00

         0.00        181.00

無 有

       7,107       14,564

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R01

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

　H30年度に中根・金田台特定土地区画整理事業が終了したため

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0           88            0

       3,516          661            0            0

       3,516          661           88            0

平成29年度 平成30年度 令和 1年度 令和 2年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

　事務処理特例交付金を財源とした専門職制度の創設を進める。

　申請件数が増加する中、職員が１名減り、特例案件の対応
や審査事務の遅れが懸念される。必要に応じた課内職員の応
援体制が必要。臨時職員は正規職員と同様に審査を行ってい
るため、審査に関連する専門知識（旅券、住民基本台帳、戸
籍）が必要であるが半年ごとに雇用更新する臨時職員では知
識の習得が難しい。

・発給申請、変更申請、増補申請、紛失届等を受付け、審査
　し、茨城県に送付するとともに、作成されたパスポートを
　交付する。

　パスポート申請・交付について、法令を遵守し厳粛かつ適
正に審査を行うことができた。

・申請・交付事務を適正に行うと共に、研修の実施
・「旅券事務の手引き」による係内職員研修（OJT等）の実
　施
・休日対応窓口事務研修（OJT実施）
・市町村旅券事務担当者新任者研修（６月）
・都道府県旅券事務担当者研修（10月）

・正規職員３名臨時職員３名で受付審査交付を行っている。
・６月、10月旅券事務担当者研修参加
・10月１日からダウンロード申請書受付が開始
・申請10,778件　紛失99件　交付10,763件

継続

旅券（パスポート）事務

職員のみ

01-020301-13 旅券事務に要する経費

     8,359.0

         0.0

     8,552.0

         0.0

     9,951.0

         0.0

    10,169.0

         0.0

    10,778.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

旅券法

　旅券法に基づきパスポート（一般旅券）の発給申請等の受
付及び交付を行うことにより、住民の利便性を高める。

申請件数

R01

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

平成30年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

法定事務

□

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

144

活動指標

市民部市民窓口課

パスポート係

件



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

賃金　8,071千円
旅費　　 11千円
需用費  325千円
役務費    7千円
賃借料　150千円

      21,064       28,302

維持

5

4

3

-

十分に高く、今後も増加が見込まれる。

計画通りに進めることができた。

法令等により、市の実施が定められている。

法令等により、市の実施が定められている。又は、今年度で事業が終了する。

         2.00          3.00

        76.50         90.00

有 有

      14,407       21,395

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R01

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

           0            0            0            0

       6,657        6,907        7,493            0

           0            0            0            0

           0            0        1,071            0

           0            0            0            0

       6,657        6,907        8,564            0

平成29年度 平成30年度 令和 1年度 令和 2年度


